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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第11期

第１四半期
累計期間

第12期
第１四半期
累計期間

第11期

会計期間
自 2021年６月１日
至 2021年８月31日

自 2022年６月１日
至 2022年８月31日

自 2021年６月１日
至 2022年５月31日

売上高 (千円) 10,068,154 4,730,196 30,178,557

経常利益 (千円) 620,401 253,667 1,891,210

四半期(当期)純利益 (千円) 435,768 170,414 1,269,124

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － － －

資本金 (千円) 730,429 730,429 730,429

発行済株式総数 (株) 13,363,540 13,363,540 13,363,540

純資産額 (千円) 6,248,256 6,712,259 6,929,957

総資産額 (千円) 15,872,973 19,317,339 17,811,349

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 36.16 14.39 105.76

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 36.15 14.39 105.71

１株当たり配当額 （円） － － 32.00

自己資本比率 (％) 39.3 34.7 38.9
 

(注)　１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定上の基

礎となる普通株式の期中平均株式については、「株式給付信託(J-ESOP)」及び「役員株式給付信託(BBT)」の

信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式を控除対象の自己株式に含め

て算出しております。
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２ 【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。

 

EDINET提出書類

ファーストコーポレーション株式会社(E31306)

四半期報告書

 3/17



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、2022年８月29日提出の前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありま

せん。

　

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　

（１）業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症への各種政策の効果もあり、社会経済

活動の正常化が進み、全般的に持ち直しの動きがみられました。一方でウクライナ情勢の長期化や急激な円安によ

る物価高等による景気の下振れも懸念され、先行きは不透明な状況が続きました。

建設業界におきましては、公共建設投資は堅調に推移し、住宅需要も底堅く、民間の設備投資においても回復傾

向がみられました。しかしながら、資材価格の高騰や労務需給不足等への懸念など業界を取り巻く環境は引き継ぎ

厳しい状況で推移いたしました。

このような状況のもと、当社の主要事業エリアである東京圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）における

2022年上半期のマンション着工件数は、25,617戸（前年同期比10.6％減）となりました。また、2022年上半期のマ

ンション供給件数は、12,712戸（同4.3％減）となり、新型コロナウイルス感染症の流行前の水準に回復してきてお

ります。

2022年（暦年）の動向につきましては、マンション着工件数は若干減少すると予想されるものの、マンション供

給戸数は34,000戸程度と増加傾向、販売在庫は5,000戸台と2021年（暦年）と同程度と予想されていること、引き合

い案件は依然活況であること、東京圏における当社のシェアは２％程度と伸張の余地は充分にあることから、当社

における当面の受注及び施工物件の確保は可能と考えております。

（データはいずれも国土交通省-公表資料、「都道府県別着工戸数」及び（株）不動産経済研究所-公表資料、

「首都圏マンション市場動向」、「首都圏マンション市場予測－2022年の供給予測－」より）

 

 当社は「より良質な住宅を供給し、豊かな住環境に貢献する」という社是を制定し、より良質な住宅を供給する

という社会的使命を果たすべく事業を推進しております。「安全・安心・堅実」という基本方針に関し、安全につ

きましては、安全パトロールの実施等により重大事故ゼロを継続しております。安心と堅実に対応する品質につき

ましては、独自のマニュアルの制定や、その徹底を図る目的としての研修会等を定期的に開催しております。ま

た、建物の強度を保つ重要な躯体部分（杭、配筋、生コンクリート）の品質について、第三者機関による検査を導

入し、建物の品質確保に万全を尽くしております。

 
当社は、2023年５月期からの新中期経営計画（３カ年計画）「Innovation2022」を策定いたしました。業容拡大

と利益水準向上への継続的な取り組み及び新たな価値創出により持続的な成長を目指すこととし、その達成に向け

全社一丸となり取り組んでおります。

これらの結果、当第１四半期累計期間の売上高は4,730,196千円（前年同四半期比53.0％減）、営業利益257,925

千円（同58.5％減）、経常利益253,667千円（同59.1％減）、四半期純利益170,414千円（同60.9％減）となりまし

た。

なお、当社は「分譲マンション建設事業」の単一セグメントであるため、セグメントの業績については記載を省

略しております。
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（２）財政状態の分析

（資産）

当第１四半期会計期間末における資産合計は、前事業年度末に比べ1,505,990千円増加し、19,317,339千円とな

りました。これは、現金及び預金が425,240千円減少した一方で、仕掛販売用不動産が1,706,699千円、受取手形・

完成工事未収入金等が239,958千円それぞれ増加したことが主な要因であります。

 
（負債）

当第１四半期会計期間末における負債合計は、前事業年度末に比べ1,723,688千円増加し、12,605,080千円とな

りました。これは、未払法人税等が325,816千円減少した一方で、短期借入金が1,700,000千円、支払手形・工事未

払金が398,412千円それぞれ増加したことが主な要因であります。

 
（純資産）

当第１四半期会計期間末における純資産合計は、前事業年度末に比べ217,698千円減少し、6,712,259千円となり

ました。これは、四半期純利益の計上により利益剰余金が170,414千円増加した一方で、配当金の支払により利益

剰余金が388,112千円減少したことが主な要因であります。

 
（３）生産、受注及び販売の実績

①生産実績　

当第１四半期累計期間における製品・サービス別の生産実績は次のとおりであります。

製品・サービスの名称 生産高（千円） 前年同四半期比（％）

分譲マンション建設工事 4,430,502 153.1

合計 4,430,502 153.1
 

（注）金額は、製造原価によっております。

 
②販売実績

当第１四半期累計期間における製品・サービス別の販売実績は次のとおりであります。

製品・サービスの名称 販売高（千円） 前年同四半期比（％）

分譲マンション建設工事 4,345,360 141.0

不動産販売 69,444 1.0

その他 315,391 275.1

合計 4,730,196 47.0
 

（注）１．主な販売先の販売実績及び当該販売実績に対する割合

相手先
前第１四半期累計期間 当第１四半期累計期間

販売高（千円) 割合（％) 販売高（千円) 割合（％)

株式会社中央住宅 105,556 1.0 1,047,569 22.1

東京建物株式会社 622,345 6.2 962,013 20.3

中央日本土地建物株式会社 580,500 5.8 689,325 14.6

日鉄興和不動産株式会社 504,085 5.0 540,639 11.4

株式会社日本エスコン 5,253,249 52.2 58,254 1.2

合同会社gift 1,540,278 15.3 － －
 

２．販売実績における「不動産販売」は分譲マンション建設用地の販売等であります。

３．販売実績における「その他」は業務受託収益等であります。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年10月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,363,540 13,363,540
東京証券取引所
(プライム市場)

単元株式数は100株であります。

計 13,363,540 13,363,540 － －
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年８月１日～
2022年８月31日

－ 13,363,540 － 730,429 － 689,085
 

 

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2022年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 1,235,000
 

 
－

－

完全議決権株式(その他) 普通株式 12,123,100
 

121,231 －

単元未満株式 普通株式 5,440
 

－ －

発行済株式総数 13,363,540 － －

総株主の議決権 － 121,231 －
 

(注) １．「完全議決権株式（その他）」には、「株式給付信託（J-ESOP）」及び「役員株式給付信託（BBT）」の信託

財産として株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する株式数288,000株、議決権2,880個が含まれ

ております。

２．「単元未満株式」の欄には、自己株式31株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

2022年８月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

(自己保有株式)

ファーストコーポレーショ

ン株式会社

東京都杉並区荻窪四丁目30

番16号
1,235,000 － 1,235,000 9.24

計 － 1,235,000 － 1,235,000 9.24
 

（注）「株式給付信託（J-ESOP）」及び「役員株式給付信託（BBT）」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行

（信託Ｅ口）が保有する株式288,000株については、上記の自己株式等に含まれておりません。なお、株式会社日

本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式は、四半期財務諸表において自己株式として表示しておりま

す。

 
２ 【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）

に準じて記載しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(2022年６月１日から2022年８月

31日まで)及び第１四半期累計期間(2022年６月１日から2022年８月31日まで)に係る四半期財務諸表について、東陽監

査法人による四半期レビューを受けております。

 

３  四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。　　　　　
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2022年５月31日)
当第１四半期会計期間
(2022年８月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,922,419 4,497,179

  受取手形・完成工事未収入金等 5,530,328 5,770,287

  販売用不動産 560,879 502,456

  仕掛販売用不動産 ※１  6,230,803 ※１  7,937,502

  未成工事支出金 5,406 15,997

  その他 193,405 208,930

  貸倒引当金 △3,950 △3,950

  流動資産合計 17,439,292 18,928,403

 固定資産   

  有形固定資産 36,273 35,089

  無形固定資産 11,425 10,869

  投資その他の資産 324,358 342,976

  固定資産合計 372,057 388,936

 資産合計 17,811,349 19,317,339

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金 5,974,317 6,372,729

  短期借入金 － 1,700,000

  1年内返済予定の長期借入金 ※１  110,000 ※１  165,000

  未払法人税等 396,356 70,539

  前受金 299,111 219,543

  未成工事受入金 63,106 271,563

  賞与引当金 12,320 12,320

  完成工事補償引当金 26,924 24,773

  アフターコスト引当金 58,600 58,600

  役員株式給付引当金 12,599 4,924

  その他 908,000 724,718

  流動負債合計 7,861,335 9,624,713

 固定負債   

  長期借入金 ※１  2,845,999 ※１  2,790,999

  退職給付引当金 90,916 93,125

  株式給付引当金 71,603 75,489

  その他 11,537 20,753

  固定負債合計 3,020,056 2,980,367

 負債合計 10,881,392 12,605,080

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 730,429 730,429

  資本剰余金 689,085 689,085

  利益剰余金 6,580,224 6,362,526

  自己株式 △1,073,092 △1,073,092

  株主資本合計 6,926,647 6,708,949

 新株予約権 3,310 3,310

 純資産合計 6,929,957 6,712,259

負債純資産合計 17,811,349 19,317,339
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自 2021年６月１日
　至 2021年８月31日)

当第１四半期累計期間
(自 2022年６月１日
　至 2022年８月31日)

売上高   

 完成工事高 3,082,421 4,345,360

 不動産売上高 6,871,104 69,444

 その他の売上高 114,628 315,391

 売上高合計 10,068,154 4,730,196

売上原価   

 完成工事原価 2,787,709 3,910,978

 不動産売上原価 6,220,384 71,077

 その他売上原価 104,177 189,392

 売上原価合計 9,112,272 4,171,448

売上総利益   

 完成工事総利益 294,711 434,382

 不動産売上総利益又は不動産売上総損失（△） 650,719 △1,632

 その他の売上総利益 10,451 125,998

 売上総利益合計 955,882 558,747

販売費及び一般管理費 334,380 300,822

営業利益 621,501 257,925

営業外収益   

 受取利息 4,500 10

 物品売却収入 109 222

 業務受託料 300 600

 受取手数料 458 635

 その他 1,541 325

 営業外収益合計 6,909 1,794

営業外費用   

 支払利息 7,926 6,051

 その他 84 0

 営業外費用合計 8,010 6,051

経常利益 620,401 253,667

税引前四半期純利益 620,401 253,667

法人税、住民税及び事業税 156,368 63,346

法人税等調整額 28,264 19,907

法人税等合計 184,632 83,253

四半期純利益 435,768 170,414
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　該当事項はありません。

　

(会計方針の変更)

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を当第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－

２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適

用することとしております。これによる四半期財務諸表に与える影響はありません。

 
(四半期貸借対照表関係)

※１　担保提供資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(2022年５月31日)
当第１四半期会計期間
(2022年８月31日)

仕掛販売用不動産 2,454,475 千円 2,454,475 千円

計 2,454,475 〃 2,454,475 〃
 

 

担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(2022年５月31日)
当第１四半期会計期間
(2022年８月31日)

1年内返済予定の長期借入金 110,000 千円 165,000 千円

長期借入金 1,649,999 〃 1,594,999 〃

計 1,760,000 〃 1,760,000 〃
 

 
 

　２　保証債務

下記の得意先の分譲マンション販売に係る手付金受領額に対して、信用保証会社に連帯保証を行っておりま

す。

　

 
前事業年度

(2022年５月31日)
当第１四半期会計期間
(2022年８月31日)

株式会社中央住宅 57,360 千円 115,070 千円

株式会社アーネストワン － 〃 57,550 〃

合計 57,360 〃 172,620 〃
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期累計期間
(自　2021年６月１日
 至　2021年８月31日)

当第１四半期累計期間
(自　2022年６月１日
 至　2022年８月31日)

減価償却費 1,366 千円 1,738 千円
 

 
(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間(自 2021年６月１日 至 2021年８月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年７月９日
取締役会

普通株式 469,623 38.00 2021年５月31日 2021年８月27日 利益剰余金
 

（注１）配当金の総額には、「株式給付信託(J-ESOP)」及び「株式給付信託(BBT)」の信託財産として株式会社日本

カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金11,707千円が含まれております。

（注２）１株当たり配当額38.00円には創業10周年記念配当10.00円が含まれております。

 
２ 基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 
当第１四半期累計期間(自 2022年６月１日 至 2022年８月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年７月８日
取締役会

普通株式 388,112 32.00 2022年５月31日 2022年８月29日 利益剰余金
 

（注）配当金の総額には、「株式給付信託(J-ESOP)」及び「株式給付信託(BBT)」の信託財産として株式会社日本カ

ストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金9,216千円が含まれております。

 
２ 基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 

(金融商品関係)

　四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
前第１四半期累計期間（自　2021年６月１日　至　2021年８月31日）

(単位：千円)

 合計
収益認識の時期

一定の期間にわたり
移転される財

一時点で移転される財

分譲マンション建設事業 10,068,154 3,127,276 6,940,877

　顧客との契約から生じる収益 10,068,154 3,127,276 6,940,877

　その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 10,068,154 3,127,276 6,940,877
 

 
当第１四半期累計期間（自　2022年６月１日　至　2022年８月31日）

(単位：千円)

 合計
収益認識の時期

一定の期間にわたり
移転される財

一時点で移転される財

分譲マンション建設事業 4,730,196 4,406,726 323,470

　顧客との契約から生じる収益 4,664,164 4,340,694 323,470

　その他の収益（注） 66,032 66,032 －

外部顧客への売上高 4,730,196 4,406,726 323,470
 

（注）その他の収益には、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づく賃貸収入等が含まれてお

ります。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社の事業セグメントは、分譲マンション建設事業のみの単一セグメントであり重要性が乏しいため、セグメン

ト情報の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期累計期間
(自 2021年６月１日
至 2021年８月31日)

当第１四半期累計期間
(自 2022年６月１日
至 2022年８月31日)

（１）１株当たり四半期純利益金額 36円16銭 14円39銭

（算定上の基礎）   

 四半期純利益金額(千円) 435,768 170,414

 普通株主に帰属しない金額(千円) － －

 普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 435,768 170,414

 普通株式の期中平均株式数(株) 12,050,681 11,840,509

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 36円15銭 14円39銭

（算定上の基礎）   

 四半期純利益調整額(千円) － －

 普通株式増加数(株) 4,993 4,993

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

（注）１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上、普通株式の期中平均

株式数の計算において控除する自己株式に、株式給付信託（J-ESOP）及び役員株式給付信託（BBT）の信託財産

として、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式を含めております。

（前第１四半期累計期間308,100株、当第１四半期累計期間288,000株）

 
 
２ 【その他】

　2022年７月８日開催の取締役会において、2022年５月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり期末

配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　 　　      388,112千円

　　②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　     32円00銭

　　③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　         2022年８月29日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

2022年10月７日

ファーストコーポレーション株式会社

取締役会  御中

東陽監査法人
 

東京事務所

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   早　﨑　　信  　  

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   大　橋　　睦 　  

 

 
 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているファースト

コーポレーション株式会社の2022年６月１日から2023年５月31日までの第12期事業年度の第１四半期会計期間（2022

年６月１日から2022年８月31日まで）及び第１四半期累計期間（2022年６月１日から2022年８月31日まで）に係る四

半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ファーストコーポレーション株式会社の2022年８月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の

責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手し

たと判断している。

 
四半期財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸

表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業

に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四

半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
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認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事

項が適切でない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監

査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は

継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準

に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表

の表示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる

事項が認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び

に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガード

を講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以　　上

 
 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

ファーストコーポレーション株式会社(E31306)

四半期報告書

17/17


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期財務諸表
	(1)四半期貸借対照表
	(2)四半期損益計算書
	第１四半期累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

